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裾野市議会議員 
井出 さとる  主な公約と取り組み（会派提⾔を軸に構築） 

*進捗状況︓100%:実現、75%:実⾏中、50%:計画中、25%:調査中、0%:動きなし 
※進捗が変化ない項⽬についても、令和 6 年度裾野市⻑へ提⾔を提出し、⼀般質問、会派の代表質問で取り組み中 

⼤分類 取り組みテーマ テーマに対する取り組み内容 進捗 

産業に活気
を取り戻

し、豊かな
雇⽤を創出
できるまち

の実現 

交流⼈⼝増加のチ
ャンスを徹底的に
つかむ施策の推進 

体験型ふるさと納税や店舗型ふるさと納税の利⽤を促進するため、映画などのロケ
を活⽤した爆破体験や、⾃然・⾷・⽂化といった地域資源を活かした現地体験型コ
ンテンツの創出を強化すべきである。 

25% 
都市計画法第 32 条 2 号に基づく観光施設の⽴地は、「持続可能な観光」「消費額拡
⼤」「地⽅誘客促進」を実現するために、インバウンド回復の機会を逃さないよう、
ショッピングツーリズムの視点を強化し、商業施設の誘致を推進すべきである。 

20% 
箱根エリアの⼊り込み客数は令和 5 年で 1,951 万⼈に達している。また、富⼠⼭噴
⽕などの災害対応のインフラとしても重要であるため、裾野インター線（県道 82
号線）と仙⽯原新⽥線（県道 337 号線）の接続に向け、県による整備の実現へ道筋
をつけるべきである。 

25% 

農業の産業化を実現するためには、農業法⼈の誘致に向けた⽴地⽀援制度の創設、
就農者定着に向けた移住⽀援と体制の強化、および⽣産者による戦略作物の提案制
度を創出すべきである。 

20% 

まちのにぎわいを
⽣み、育む基盤整
備の加速 

旧市営⽔泳場跡地周辺は、福祉保健会館内の「すこっぷ」の開設や⽯脇地先の⺠間
園の開園によって、⼦育て環境の魅⼒が⾼まっている。このエリアは多世代交流エ
リアの実現に向けたポテンシャルを持っているため、旧市営⽔泳場跡地周辺の構想
を早期に⽰すべきである。 

40% 

都市計画道路の決定は、⼟地所有者だけでなく周辺整備にも⼤きな影響を与える。
そのため、事業着⼿の⾒込みがなく、⻑期計画も未定である千福公⽂名線や桃園茶
畑線については、計画を精査して⾒直すべきである。 

10% 

⽴地適正化計画において、「都市機能誘導区域内」および「居住誘導区域内」への誘
導施設を改正・⾒直し、都市構造再編集中⽀援事業交付⾦を最⼤限に活⽤できるよ
うにすべきである。 

40% 

だれもが安
⼼して⽣活
できる選ば
れるまちの

実現 

裾野市の暮らしや
すさが魅⼒となる
体制整備と情報発
信の推進 

市街化調整区域内のアパートや⼾建ての借家の活⽤はもちろん、⾼齢化により市街
地に住み替える住⺠の持ち家の空き家対策として、移住・定住への補助⾦を創設す
るなど、裾野市の特⾊である集落地区への移住・定住を促進する施策を創設すべき
である。 

10% 

移住・定住を成功させるためには、移住先での暮らし⽅や⽣活が具体的にイメージ
できる実⽣活のロールモデルの発信と、住まい、暮らし、繋がりをサポートできる
体制の整備をすべきである。 

10% 

公園・緑地の積極
的な整備と使いや
すさの追求 

市⺠が⽴ち寄りやすい公園や緑地を実現するために、まずは最低限必要な トイレ、
⽔場、駐⾞場の整備に向けて、「公園環境整備アクションプラン」を策定し、実効的
な取り組みを始めるべきである。 

10% 

旧市営⽔泳場跡地を更地にしておくことは、公共⽤地の活⽤の観点で⼤きな課題と
なる。活⽤⽅針が確定するまでの間、緑化して活⽤できる広場にすべきである。 40% 

快適な移動を実現
する渋滞のない交
通インフラ整備の
推進 

県道394号の佐野⼆本松交差点および裾野市役所北交差点は、朝⼣の渋滞が著しく、
市⺠への影響が⼤きいため、区画整理事業の進展に加え、区域外となる道路⻄側敷
地の活⽤も同時に検討し、早期に渋滞が解消できるよう、⼯程を⼯夫すべきである。 

20% 
国道 246 号と県道 394 号線の合流は、市内幹線道路の渋滞を引き起こしている。
渋滞の分散に効果的な市道 1-4号線をより効果的に機能させるために、（仮称）神⼭
深良線の整備を加速すべきである。 

70% 

利便性の⾼い医療
拠点の創出による
新たな地域医療体
制構築の推進 

裾野⾚⼗字病院は地域医療の中核として役割が重要になっている。⼀⽅で建屋の⽼
朽化が著しく、維持管理に対する予算措置が厳しいことに加え、療養環境の低下な
どの懸念が問題となっている。地域医療の再構築にあたっては、岩波駅周辺整備や
道の駅構想の進展など、⽣活動線等の流動を⾒極め、消防署や福祉保健会館のある
裾野市北部地域へ再構築すべきである。 

50% 

災害から⾝を守る
意識の醸成と環境
整備の推進 

裾野市の防災体制を補完するため、事業者との災害時応援協定の内容を、定期的な
事業所訪問を対話の機会として活⽤し、締結先事業者と対話しながら常にアップデ
ートすべきである。 

40% 

未来に躍動
する裾野っ
⼦を⽀え、
育むまちの

実現 

⼦どもたちが⾃ら
課題を⾒つけ、学
び、考え、判断し、
グローバルな社会
を⽣き抜く主体⼒
を育む教育の推進 

放課後を過ごす全ての児童⽣徒が主体性を持ち、⾃ら考え判断する能⼒を養うため
に、学校施設を活⽤した学習やスポーツ・⽂化活動、地域住⺠との交流といった多
様な機会を提供できる仕組みを早期に導⼊・確⽴すべきである。 

40% 
幼児期や学校教育段階など、あらゆる⼦どもとの接点において発達障がいを早期に
認知し、その後の療育環境を整えるため、専⾨相談機関との繋がりを⾏政からのプ
ッシュ型で促進するきっかけづくりを重視すべきである。 

20% 
18 歳未満のすべての⼦どもたちが主体性を持ち、⾃ら考え判断する能⼒を養うた
め、学校教育時間外で多⾔語教育やプログラムなど⼦どもが求める講座を選択して
受講できるよう、地域の教育⼒を引き出し様々な学びの場を提供すべきである。 

20% 

安⼼して⼦育ちで
きる環境の創出 

特別な保育が必要な⼦どものためのセーフティネットとして機能する、公⽴⼦ども
園の設置を加速すべきである。 30% 
児童⽣徒が安⼼・安全に登下校できるよう、通学距離に関わらず希望するすべての
児童⽣徒が公共交通を通学⼿段として選択できる補助制度を構築すべきである。 30% 
⼦ども家庭センター「すこっぷ」は開設から 1 年が経過し、⼟⽇や⻑期休暇中の⼦
どもの居場所として、「裾野市の⼦育て環境の顔」としての重要性がますます増して
います。⼦どもが安⼼して遊べる環境を強化するため、施設整備や職員の確保など
の課題を早急に解決すべきである。 

45% 



 

主な公約と取り組みの振り返り、今後の取り組み 

取り組みテーマに対する振り返り 今期の取り組み 進捗状況 

★交流⼈⼝増加のチャンスを徹底的につかむ施策 
【裾野インター線と仙⽯原新⽥線の接続】 

箱根エリアの⼊り込み客数は令和 5 年で 1,951
万⼈に達している。また、富⼠⼭噴⽕などの災
害対応のインフラとしても重要であるため、裾
野インター線（県道 82 号線）と仙⽯原新⽥線（県
道 337 号線）の接続に向け、県による整備の実
現へ道筋をつけるべきであり、連合静岡による
県知事との対話、および会派提⾔、代表質問で
提⾔した。 

裾野市と連携し、連合静岡の裾野市議団と
して県知事へ要望として提案した。裾野市
からも県知事に要望を伝え、箱根町との接
続によるメリットを共有できた。 
岩波駅周辺整備、新東名⾼速道路のスマー
トインターチェンジ設置可能性調査と合わ
せて、産業、観光の観点での効果の精緻化
の事業が始まった。働きかけを継続する。 

35%→50% 

★交流⼈⼝増加のチャンスを徹底的につかむ施策 
【新東名スマートインター設置可能性調査】 

スマートインター設置は、市議会議員就任１期
⽬の平成 27 年 3 ⽉から継続して提⾔してきた。
令和５年度に可能性調査が初めて予算化され
た。国直轄の準備段階調査への採択への道のり
は⻑いが、まずは⾃治体が主体となり国の事業
採択を得るに必要な事業の費⽤対効果（B/C）の
算出サーベイが開始された。 

令和５年度の調査事業を令和６年初旬まで
繰り越し、３箇所に設置可能性があること
が判明した。３箇所 14 パターンの⼟地取得
費を除く整備費概算が積算され、産業や観
光の観点での効果検証を進めていく。 
産業に対する効果の⾼さが、事業全体の費
⽤対効果（B/C）になることから、産業誘
致などの⼟地利⽤の可能性などの更なる調
査が必要となり、進捗を確認する。 

20%→35% 

★まちのにぎわいを⽣み、育む基盤整備 
【⽴地適正化計画の⾒直し】 
岩波駅周辺の「都市機能誘導区域」および「居住誘
導区域」の可住地⾯積が 60 ヘクタールと、裾野駅
周辺の約 440 ヘクタールと⽐較すると極めて限ら
れている状況である。誘導施設を改正・⾒直し、都
市構造再編集中⽀援事業交付⾦を最⼤限に活⽤で
きるようにすべきであり、会派要望、代表質問など
で提⾔した。 

【商業誘致、農業推進】 
可住地⾯積の状況は当局と認識を合わせ
た。可住地⾯積の拡⼤に向けて⽤途地域の
詳細調査実施の働きかけを継続する。 
 

【誘導施設の⾒直し】 
「都市構造再編集中⽀援事業」や「まちなか
ウォーカブル事業」の推進において、市町村
が実施する施設整備やソフト事業だけではな
く、⺠間が都市機能誘導施設を整備する場合
にも「都市構造再編集中⽀援事業交付⾦」の
⽀援対象となることから、誘導施設の⾒直し
の働きかけを継続する。 

20%→40% 

★⾏財政構造改⾰と財政⾮常事態宣⾔の解除 
【財政⾒通しの速やかな公共施設の統廃合の実現】 
⼆度と財政⾮常事態宣⾔を発出しないよう、15 
年間の公債費予測に重きを置いた財政⾒通しを
毎年更新し、経営戦略として速やかに明らか に
すべきと、会派提⾔、代表質問で提⾔した。 
 

【多様性を育てる教育環境ための学校統合の実現】 
教育のあり⽅検討委員会による⼩中学校の統合
案が⽰されたが、具体的な取り組みにはなって
いない。少⼦化が進展し複式学級が発⽣する可
能性もあり、具体的な構想を⽰す必要がある。 

【公共施設の統廃合】 
義務的経費の⾼⽌まりが続く中、将来投資
の原資を確保するためには、施設の統廃合
が必須。代表質問、⼀般質問にてデータを
基にした提⾔活動を継続していく。 
 

【学校統合】 
多様な学びの場を確保するためにも、１学
年あたり３学級程度の規模を⾒据えた学
校統合を⾒据えなければならない段階に
来ている。学校の統廃合計画が策定され、
地域への説明会が開催された。令和６年に
⼩学校１校が統合される予定 

60%→65% 

 


